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ていた原告 X が，Y から銃砲刀剣類所持等取締法（昭和 33 年法律第 6 号。以
下「銃刀法」という。）11 条 1 項 1 号に基づき，本件許可を取り消す旨の処分（以
下「本件取消処分」という。）を受けたため，その取消しを求めた事案である。
第一審が，X の請求を認容したことから，Y が控訴した。
X は，昭和 43 年頃，初めて銃砲所持許可を受け，平成 8年 10 月 8 日，本件
散弾銃に係る銃砲所持許可（本件許可）を受けた。X は，平成 26 年 6 月 11 日
付けで本件許可の更新を受け，引き続き本件散弾銃を所持していた。また，Xは，
同年 3 月から，銃刀法 28 条の 2 第 1 項に基づく Y の委嘱を受けて，猟銃安全
指導委員を務めていた。 
X は，A 猟友会に所属しており，A 猟友会は，愛知県 B 市（以下「B 市」という。）
からカラス等の有害鳥獣駆除業務を委託されていた。X は，駆除要員の指定を
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D は，Y から散弾銃および空気銃に係る銃砲所持許可を受けており，A 猟友
会に所属していたが，平成 26 年 9 月 10 日に行われた上記有害鳥獣駆除業務に




X は，D が地域の有力者であったため，D の本件空気銃を発射する行為を制
止することができないまま，本件資材置場において，カラスの駆除業務を続け















愛知県 E 警察署（以下「E 警察署」という。）は，平成 26 年 9 月 22 日，D
による前記の空気銃の発射行為（以下「本件空気銃発射行為」という。）につ
いての情報を受け，X および D について，銃刀法違反の被疑事実による捜査
を開始した。E 警察署は，X 及び D に対する事情聴取ならびに本件資材置場
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（以下「本件幇助行為」という。）であった。X は，平成 26 年 12 月 10 日，本
件幇助行為について，不起訴処分となった。
E 警察署長は，平成 26 年 12 月 9 日付けで，Y に対し，X に対する本件取消
処分を具申した。Y は，平成 27 年 1 月 22 日付けで，X に対し，行政手続法（平
成 5 年法律第 88 号）13 条 1 項所定の聴聞の手続を同年 2 月 10 日午後 1 時 30
分に行う旨通知した。X は，聴聞期日の変更を，代理人弁護士を通じて申し出
た。平成 27 年 2 月 17 日，代理人弁護士と共に聴聞期日に出頭した。






Y は，平成 27 年 2 月 20 日，X が銃刀法 10 条 2 項に違反する行為を幇助し
たことが，同法 11 条 1 項 1 号の「この法律…の規定…に違反した場合」に該
当するとして，本件取消処分をした。 
 Y は，平成 27 年 2 月 24 日，X に対し，同月 20 日付け行政処分通知書を交
付し，本件取消処分を告知するとともに，同月同日，銃刀法 11 条 8 項に基づき，
本件散弾銃の仮領置処分をした。なお，上記行政処分通知書には，根拠法条と
して，同法 11 条 1 項 1 号，10 条 2 項および刑法（明治 40 年法律第 45 号）62
条が記載されていた。 
Y は，平成 27 年 3 月 20 日，Ⅹに対し，上記の行政処分通知書の記載につい
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X は，平成 27 年 3 月 31 日，本件訴えを提起した。第一審である名古屋地判
平成 28 年 8 月 25 日・LEX/DB 文献番号 25448644 は，X の請求を認容したこ
とから，Y が控訴した。
判決の要旨
１．争点１（原告の本件幇助行為が銃刀法 11 条 1項 1号所定の許可取消事由
に該当するか）について
「銃刀法 11 条 1 項 1 号は，『この法律…の規定…に違反した場合』と規定し
ており，同号の文理に照らすと，この場合の『規定』とは，行為を禁止又は制
限する規範を含む規定をいうと解すべきである。そうすると，同法 31 条の 16
第 1 項 5 号は，同法 10 条 2 項に違反した場合に刑罰を科すことを定めている
のみであるから，この場合における行為を禁止又は制限する規範は，飽くまで
同項と解するのが相当であり，同法 31 条の 16 第 1 項 5 号自体が行為を禁止又
は制限する規範を含むと解することはできない。したがって，同号は，同法
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政処分の要件については適用がないと解するのが相当である。」
「銃刀法 11 条 1 項 1 号所定の『この法律…の規定』に同法 31 条の 16 第 1 項














ている 1。筆者が住む富山市では，昨（2018）年 6月 28 日，富山市の交番で警
察官が射殺されて拳銃を奪われ，小学校で警備員が撃たれて死亡した事件が発
生した。現場となった富山市立奥田小学校の校舎内に銃弾が撃ち込まれた2。同















鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号。








出してもらい（銃刀法 4 条の 2），猟銃譲受（所持）の後 14 日以内に管轄警察
署に当該猟銃を持参し，猟銃の確認を受けねばならない（4条の 4）。
猟銃所持許可の基準は銃刀法 5条に規定されている。申請者が一定の年齢に
達していない場合（猟銃 20 歳，空気銃 18 歳であるが，日本体育協会などの推
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２．論点 1：Xの本件幇助行為が銃刀法 11条 1項 1号所定の許可取消
事由に該当するか
銃刀法 11 条は，許可の取消しおよび仮領置を規定し，同条 1項は， 4 条また
は 6条の規定による銃砲または刀剣類の所持の許可を受けた者が「次の各号の
いずれかに該当する場合においては，その許可を取り消すことができる」と規
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条 1 項 1 号の位置づけは，以下のように X が主張するとおりである。同法は，
①銃砲等の所持，使用等について禁止または制限する規定（禁止制限規定），
②禁止制限規定に違反した場合の行政上の不利益処分の根拠規定，③禁止制限
規定に違反した場合の刑罰規定から成っている。同法 11 条 1 項 1 号は，同法
10 条 2 項の禁止制限規定に違反した場合に課せられる行政上の不利益処分の
根拠規定，すなわち②であり，同法 31 条の 16 第 1 項 5 号は，同法 10 条 2 項
の禁止制限規定に違反した場合の刑罰規定，すなわち③である。両者は，行政上，
刑事上の別はあっても，いずれも効果を定める規定である。したがって，同法





されるものであるから，銃刀法 11 条 1 項 1 号という禁止制限規定に違反した
場合に課せられる行政上の不利益処分を課すための根拠規定には適用されない
と捉えるべきである。というのも，銃刀法 31 条の 16 第 1 項 5 号「第 10 条第
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2項…の規定に違反して銃砲を発射した者」は「3年以下の懲役又は 50 万円以
下の罰金に処」せられるという罰則規定が，刑法 62 条によって修正されるこ





そのため，銃刀法 31 条の 16 第 1 項 5 号は，同法 10 条 2 項に違反した場合
に刑罰を科すことを定めているのみであるから，この場合における行為を禁止
又は制限する規範は，あくまで同項と解するのが相当である。Y が主張する「同
法 31 条の 16 第 1 項 5 号自体が行為を禁止または制限する規範を含む」と解す




る。裁判所は，銃刀法と同種の行政取締法規である平成 9 年法律第 41 号によ
る改正前の道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号。以下「旧道交法」という。）
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52 条 2 項 2 号は，狩猟について必要な適性を欠くに至ったことが判明したと
きは，その者の狩猟免許の全部又は一部を取り消すことができる旨を定めてい
る。③廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃
棄物処理法」という。）9 条の 2 は，許可を受けた者が，他人の違反行為を助
けたときに，改善命令等をすることができる旨を定めている。④医師法（昭和
23 年法律第 201 号）7 条 2 項 3 号，4 条 4 号は，医事に関し犯罪若しくは不正
の行為のあった者，または医師としての品位を損するような行為があったとき
は，免許の取消しをすることができる旨を定めている。⑤宅地建物取引業法（昭

















鳥獣保護法には，狩猟免許の取消等の処分についての同法 52 条 2 項 2 号（狩
猟について必要な適性を欠くに至ったことが判明したとき）という当該法律の
208
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趣旨に反する違法もしくは不当な行為を広く処分の対象とすることを想定した
規定が存在する。③廃棄物処理法には，明文上の根拠規定（一般廃棄物処理施
設の改善命令等についての廃棄物処理法 9条の 2第 1項 3号）が存在する。④





















となるというべきか」，（3）「X には D の行為をやめさせる義務を負うか」，な
らびに（4）「本件行政処分通知書について理由付記の不備があるか」という論
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点が想定される。












別途禁止し（同法 3 条の 7），銃砲等の所持許可の取消事由と規定して上記自











条の 16 第 1項 5号が根拠法条として記載されていない。以上により，本件取消
処分は根拠法条に該当する事実の記載がなく，理由付記の不備があるといえる。
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為は不適切としか言えない。立法の問題であるが，銃刀法 11 条 1 項は，道交
法 103 条 1 項 6 号と同様の規定を置くことが可能であったにもかかわらず，こ
れを置いていないからである。
とすれば，公衆安全と危害の防止に努められるように，猟銃所持許可を受け







なお，本件取消処分においては，E 警察署長が，平成 26 年 12 月 9 日付けで，
Y に対し，X に対する本件取消処分を具申し，平成 27 年 2 月に Y により本件
取消処分がなされている。銃砲所持許可取消が，所轄警察署長の上申に基づい
て行われる慣行のある場合において，警察署長の恣意にわたる上申に基づいて
された銃砲所持許可の取消処分が違法とされた事例（東京高判昭和 51 年 1 月
26 日・判時 828 号 33 頁）もある。所轄警察署長と都道府県公安委員会との連
携協力はスムーズかつスピーディであってほしいが，それが違法な法令の解釈
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